
第67 純資産変動計算書の様式 第67 純資産変動計算書の様式
純資産変動計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 純資産変動計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。

純 資 産 変 動 計 算 書 純 資 産 変 動 計 算 書
（〇〇年４月１日～〇〇年３月31日） （〇〇年４月１日～〇〇年３月31日）

［第68～第76 略］ ［第68～第76 同左］
第11節 附属明細書及び注記 第11節 附属明細書及び注記

第77 附属明細書 第77 附属明細書
地方独立行政法人は、貸借対照表、行政コスト計算書（公立大学法人を除く。）及び損益計算
書等の内容を補足するため、次の事項を明らかにした附属明細書を作成しなければならない。
（注51）

地方独立行政法人は、貸借対照表、行政コスト計算書（公立大学法人を除く。）及び損益計算
書等の内容を補足するため、次の事項を明らかにした附属明細書を作成しなければならない。
（注51）

 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」
及び「第92


資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含

む。）並びに減損損失の明細

 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」
及び「第91


資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含

む。）並びに減損損失の明細
［～ 略］ ［～ 同左］
［＜注51＞ 略］ ［＜注51＞ 同左］

第78 注記 第78 注記
［１ 略］ ［１ 同左］
２ 重要な会計方針に係る注記事項は、まとめて記載するものとする。その他の注記事項につい
ても、重要な会計方針の注記の次に記載することができる。ただし、公立大学法人において、
資本剰余金を減額したコスト等に関する注記及び科学研究費助成事業等に関する注記について
は、損益計算書の次に記載するものとする。（注53）（注54）（注55）（注56）（注57）（注58）（注59）（注


60）（注61）


２ 重要な会計方針に係る注記事項は、まとめて記載するものとする。その他の注記事項につい
ても、重要な会計方針の注記の次に記載することができる。ただし、公立大学法人において、
資本剰余金を減額したコスト等に関する注記及び科学研究費助成事業等に関する注記について
は、損益計算書の次に記載するものとする。（注53）（注54）（注55）（注56）（注57）（注58）（注59）（注


60）


［＜注52＞～＜注56＞ 略］ ［＜注52＞～＜注56＞ 同左］

令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報






		2026-03-30T14:41:58+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



